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概 要
　現代社会におけるデータおよびデータ分析の重要性はあらためて言うまでもない。高まるニー
ズに対し、諸外国に比べ対応の遅れていた学校教育でも、現在大学に在籍する学生が学んだ現行
学習指導要領では「エビデンスに基づく判断の重要性」がその核をなす項目として掲げられ、従
来以上に統計教育が重視されるようなった。一般にも、たとえばビッグデータ、データサイエン
ス、機械学習等のデータに関わる言葉が人口に膾炙するようになり、その重要性はより広く知ら
れるようになってきた。このような動きの結果、社会は、多くの日本人は、データに強くなった
のだろうか。
　残念ながら、知識が不十分な場合や知識があっても応用の場面で正しく適用されない場合が散
見される。また、せっかく正しいツールを正しく使ったとしても、解釈・考察の段階で誤った結
論を導出してしまうことも少なくない。
　本稿では、いくつかの事例を通して、データを扱う際に生じる問題を整理し、その原因を探
り、今後、どのような配慮をしながら教育を行っていく必要があるかについていくつかの面から
検討を行っていく。
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１．現代を生きる力と現行学習指導要領

　日本の小学校・中学校・高等学校で学ぶ教科の内容は、概ね10年おきに改訂される学習指

導要領で決められる。橋本は、2011年、「統計学のススメ -大学の間に学んでおくべき事 -」

と題して、算数および数学のカリキュラムにおける統計学項目の変遷について、とりわけ現

行学習指導要領に着目してその内容を検討し、今後その流れにどう対応していくかを考え

た。

　さて、あらためて、2008年小中学校について、2009年高等学校について発表された現行学

習指導要領（いわゆる「脱ゆとり教育」）における統計学関連項目の内容と、それらが必要
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と判断された時代背景について見ておこう。

　「情報化」は21世紀に入ってもとどまることはなく、生活においても、ビジネスにおいて

も、無視できない流れとなっている。不確実な現象をより的確に予想していく上で、これま

で以上に大規模な情報（データ）をハード面でもソフト面でも利用できる環境が整いつつ

あった中、現代を生きる力としてエビデンス（根拠）に基づいた問題解決能力が注目され、

そのような力を備える基盤として統計学が評価された。現代社会における統計知識の重要性

が評価され、現行学習指導要領にこれまで以上に盛り込まれることとなった。

　ところで、1998年度に改訂され、2002年度より実施された学習指導要領、一般に「ゆとり

教育」と呼ばれたカリキュラムでは、すべての科目で一律その学習内容を３割減じた。算

数・数学では削減対象が統計学関連項目に集中し、その結果、小学校の算数や中学・高等学

校の数学では大多数の統計学関連の項目が削除されてしまった。

　データ分析の重要性がこれまで以上に認められた結果、現行学習指導要領において統計学

関連項目は、小学校および中学校のすべての学年で、また高等学校でも１年次に必修となっ

た「数学 I」で学ばれることとなった。その内容も、従来の「資料の整理」から「資料の活

用」「データの分析」へと大きく拡充された。表１に現行学習指導要領における統計関連の

学習内容を示すが、このうち1998年度学習指導要領で学ばれていたのは太字の項目のみであ

る。いかに現行学習指導要領で統計学に関わる学習内容が増えたかがよく分かる。

　さて、このように統計学を巡って学校教育が大きく変更され、10年近くが経過した。ま

た、この間においても情報化の進展はとどまることを知らず、データを扱う力、データ自身

の、そしてデータ分析の重要性がいっそう広く認められる時代となった１）。ビッグデータや

データサイエンスといった言葉は一般にも広く知られ、用いられている。世の中で扱うこと

のできるデータの量はいっそう増加し、ビジネスにおいてもビックデータを用いたデータ分

析の重要性、および、それらに携わる職業の重要性はいっそう増している。

　ところで、現在、大学に在籍する学生は概ね現行指導要領の下で統計知識の獲得に配慮し

たカリキュラムを学んできている。では、彼ら、彼女らに、従来の学生以上に統計学の知識

は浸透しているであろうか。今の大学生はより「データに強く」なったであろうか。さらに

は橋本（2011）で紹介した企業アンケート評価にあるような「知識は持っていても、活用・

応用のできない」状態は解消されただろうか。

　本稿は、いっそうの進展を見せる情報化社会の中にあって、統計学の知識が現在の大学生

達にどのように体得されているか、いくつかの事例を通して検討する。その中で、もし問題

１）これらの、現在の社会の状況、及び、それに対応した新学習指導要領の内容については、補論で述べ
る。
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が存在するならば、統計学に関する理解やその適用の際の弱点をどのようにしていけば克服

できるかを考え、今後、よりデータに強い学生を産み出していくためにはどうしていけばよ

いか、いくつかの視点を提供する。

　本稿の構成は以下の通りである。２節ではデータを見る視点について、因果関係と相関関

係の違い、母集団と標本の関係の２点を取り上げ、検討する。３節では「データを扱う視

点」と題し、グラフを描く際に留意すべきことや、定義を正確に理解すること、客観的な判

断の重要性について整理する。現行学習指導要領では多くの切り口から統計学を学ぶが、全

ての重要な観点が学習されているわけではない。現在明示的に取り上げられていない観点の

中で「層別」の考え方は非常に重要である。４節では、女性の働き方を巡る事例を通して、

その重要性を見ていく。全体のまとめと今後の課題について、５節でまとめる。

２．データを見る視点

　問題解決を行うには、いくつかのプロセスを経なければならない。まずは、問題を発見

し、正しく特定化しなくてはならないし、次に問題（となる現象）の原因を探り、その中で

優先的に対応すべき重要な原因（以下、要因と呼ぶ）を見つけ出さなくてはならない。問題

とその要因が決まれば、両者の関係を探り、解決策を立案・実行・評価する。想定した問題

表１　現行学習指導要領における統計関連の学習内容

小1 ものの個数を絵や図などを用いて表したり読み取ったりする。
小2 身の回りにある数量を分類整理し、簡単な表やグラフを用いて表したり読み取ったりする。
小3 資料を分類整理し、表やグラフを用いて表したり読み取ったりする。棒グラフ。

小4
目的に応じて資料を集めて分類整理し、表やグラフを用いて分かりやすく表したり、特徴を
調べたりする（資料を二つの観点から分類整理して特徴を調べる。折れ線グラフ）。

小5 目的に応じて資料を集めて分類整理し、特徴を調べる。円グラフや帯グラフ。

小6
資料の平均や散らばりを調べ、統計的に考察したり表現したりする。（資料の平均。度数分布
を表す表やグラフ。具体的な事柄について、起こりえる場合を順序よく整理して調べる）。

中1
ヒストグラムや代表値の必要性と意味を理解する。ヒストグラムや代表値を用いて資料の傾
向をとらえ説明する。平均値、中央値、最頻値、相対度数、範囲、階級。

中2
確率の必要性と意味を理解し、簡単な場合について確率を求める。
確率を用いて不確定な事象をとらえ説明する。

中3
標本調査の必要性と意味を理解する。簡単な場合について標本調査を行い、母集団の傾向を
とらえ説明する。全数調査。

高校 数学Ⅰ［必履修］　データの分析（データの散らばり、データの相関）
数学Ａ［選択］　 場合の数と確率（場合の数─数え上げの原則、順列・組合せ―、確率―確率

とその基本的な法則、独立な試行と確率、条件付き確率―）
数学Ｂ［選択］　 確率分布と統計的な推測（確率分布―確率変数と確率分布、二項分布―、正

規分布、統計的な推測―母集団と標本、統計的な推測の考え―）
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が解決すれば、さらなる段階の問題発見へとつながっていく。このようなプロセスを

PDCAサイクルという。

　このプロセスの中で、データの果たす役割は非常に大きい。まず、多くの問題を数量的に

評価すれば、データを取得することができる。次に、その問題に対し、たとえば特性要因図

により多くの原因を洗い出したら、件数なり、関わる金額の大きさなり、何らかの数量的基

準で評価を行えば、要因を探り出すことができる。さらに、解決策を考えていく際には、ま

ずは問題となる現象と要因との間の因果関係を数量的に分析・把握し、考えられる解決策を

考え、その効果の大きさを検討していかねばならない。

　このように、問題や要因のデータを分析することにより、問題解決につながり、さまざま

な新しく、精度の高い知見が得られる。ただし、このようなデータを用いた問題解決におい

て、あまり注意を払わずに分析を行うと陥ってしまういくつかの問題がある。この節では、

データを見る視点として、（１）因果関係と相関関係は異なること、（２）データは、非常に

重要な情報であるが、あくまで標本の実測値であり、現象全体（母集団）そのものではない

ことに留意すべきことを取り上げる。なお、データを正しく扱うには相応の知識が必要であ

るが、その体得には、まずはデータ分析に興味を持ち、そのツールを正しく身につけようと

するきっかけが必要である。このモチベーション作りはなかなか難しいが、近年、データ分

析に注目が集まることから、読みやすく、統計知識の意義や正しい扱い方を啓蒙する良書が

多数出版されている。そのいくつかについての紹介も行っていく。

（１）因果関係と相関関係の違い

　現行学習指導要領では、高校１年で、必修科目の「数 I」において、相関の概念や散布図につ

いて学習している。学校教育で学習するようになった成果は大きく、近年、相関係数や散布図に

ついて学生に尋ねると、少なくとも、用語は知っているというレベルの知識は備わっている。

　ただ、残念なことに、その理解が「なんとなく知っている」「知ってはいる」程度の記憶

にとどまっていることも少なくない。また、後ほど３節の（２）で見るように、たとえば相

関係数についてその定義の理解が不充分なために誤った結論に達してしまうなど、理解が不

充分な場合も見られる。

　しかし、それよりも大きな問題を生じかねないのは、根拠と考えたことがらが実は根拠で

ない場合である。すなわち、単なる相関関係を因果関係と見誤ったり、偽相関の問題に惑わ

されたりして、原因と結果の因果関係を誤って理解してしまうケースである。

　そもそも「相関」とは、あくまで２つのことがら（変数）の間の（直線的な）関係・関連

に過ぎず、そこに因果関係が存在するかどうかはわからない。この点を深く考えず、一気に
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結論（Aと Bの因果関係）を導き出してしまうことが少なくない２）。また、Aが Bの原因

でありまた Cの原因でもある場合、だからといって Bと Cの間に因果関係があるとは限ら

ない３）。

　このような誤った因果関係の想定、それに基づく見誤りは多数見られるが、どうすればそ

ういった誤りをしないようにできるだろうか。よく注意して、基礎的な力を身につけるよう

にして、と当たり前のアドバイスはできるものの、これまではなかなか克服法を見いだすこ

とが難しかった。しかしその一つの解決法として、近年、専門的な見地から書かれた読みや

すい書籍が多数出版されている４）ことを紹介しておく。たとえば『原因と結果の経済学』

と題した中室・津川（2017）では、因果関係と相関関係が異なること、さらには因果関係の

有無を確認するためのチェックポイントがわかりやすく解説されている。残念ながら世の中

には根拠のない通説が少なからず流布しているが、著者達が強調するように、正しく因果関

係を見いだせる力を身につければ、その根拠の無さに気づくことができる。言い換えるなら

ば、「通説」にだまされないために、正しい因果関係を知ることが必要である５）。

　新書でも良書が多く出版されている。因果関係に着目した本として、伊藤は、『データ分析

の力 -因果関係に迫る思考法』で、多くの具体例と一緒に、因果関係を見極めることの重要

性をわかりやすく解き明かしている。物事・現象の動きは不確実なものであり、100％正確に

予測することは不可能であること、しかしながら、その現象の特性に配慮したデータ分析を丁

寧に行い、得られたエビデンスに基づき予測や政策形成を行っていけば、今後のビジネスや

実り多い政策形成に活かせることが示されている。ところで、この本は、データ分析の不完

全なところや限界についても丁寧に説明をしている。逆説的に聞こえるが、次項で見るように

データは偶然性に左右される確率変数であるため、100％正しい予測を行うことは不可能であ

２）場合によっては、（過去の経験から見聞きした）結論が先にあるような事例も少なくない。これらは、
判断者自身はエビデンスに基づいて判断したと考えていることもあり、要注意である。後ほど、３節
の（３）で事例を見る。

３）偽相関の問題として知られる。たとえば、ある夏、気温が高かったため、プールの利用者が多く、ま
たアイスクリームの消費量が多かったとする。気温（A）とプールの利用者数（B）、気温とアイスク
リームの消費量（C）にはそれぞれ因果関係があるだろうが、だからといってプールの利用者数とアイ
スクリームの消費量の間に因果関係があるとは言えない。

４）この背景には、データ分析の重要性が広く知られるようになったこと、さらに、因果関係を明らかに
すること（因果推論）が、進境著しい実験経済学で重視されているトピックであることがあると思わ
れる。

５）その他、この本では、因果関係を明らかにする（因果推論）ために実験を行う場合どのような点に留
意すべきか（理想はランダム化比較試験、次善の策として自然実験）、また、得られたデータのどこに
配慮して分析していくべきか（トレンド除去、複数の原因間の相関に対処する操作変数法、グループ
化のためのマッチング法など）等について、説明がなされている。
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る。そのためにこそ、そのデータがどのような前提で取り出されたかを把握し、どのような条

件で分析すればよいか、いずれの手法を用いるかを吟味することは大変重要なのである。

　同じく新書で、山口（2019）は『「家族の幸せ」の経済学』において、「データ分析で分

かった結婚、出産、子育ての真実」を説明している。現在、日本の経済・社会問題の根幹を

なす少子化の問題は、早急に少しでも解決の方向に向けていかねばならない大きな問題であ

る。しかし、さまざまな施策が言われ（不十分であれ）行われているにもかかわらず、たと

えば出生数の減少を見ると、残念ながら少子化の流れは全く減速していないようである。そ

の原因は何なのだろうか。山口は、この問題に対し、日本とは限らず様々な国における結

婚、出生や育児、さらには離婚の実情について、また、子育てを支える制度や動き方として

育休や男性の子育て参加、保育園についての実情を多くの事例、データに基づいて解き明か

し、世の中で言われていること（通説）の、必要な改革案として提示されていることの注目

すべき点や、逆に不十分な点・問題点について明らかにしている。

　以上、ここでは３冊の本を紹介したが、最近は、見やすいレイアウトで図も多用しなが

ら、何よりもわかりやすい具体例、現実の世界で話題になっていることがらを取り上げ、興

味深く読み進めるうちにデータ分析の力を身につけることのできる書籍が増えている。さら

に、それらのトピックスに関する知識を深めたいときに読むべき詳細な文献リストが掲載さ

れているものも多く、これらの書籍を読み進めることで、楽しみながら、因果推論を始めと

する統計学の知己を身につけ、データに強くなっていくことができる。

（２）母集団と標本の関係

　さて、現行学習指導要領では、中学校で「母集団と標本」の概念について学習することと

なった。このため、標本（サンプル）やデータといった言葉を、従来ほど抵抗なく用いる学

生が増えている。一方で、データが指し示す方向を、あまり考えることなく、ごく素直に信

じてしまうケースも多く見受けられる。しかし、これは、扱っているデータが「よい」もの

でない場合には問題である。

　そもそも、標本はあくまで、統計学で母集団と呼ばれる調査対象全体から抽出された一部

分に過ぎず、全体を表すものではない。一般に、全体を調べることはコスト等から現実には

難しく、標本を抽出して分析されることが多い６）。やむを得ない対応ではあるが、問題は、

どのような標本が用いられているか、どのように標本が選ばれているかである。

６）たとえば、関西大学では毎年学生実態調査が行われるが、毎年約３万人在籍するすべての学生を対象
として実施することは難しいため、適切な方法により選んだ一部の学生（6,000人）を対象としてアン
ケートが行われている。
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　最近は、ネット上でも多数の調査結果が公開されているが、標本がどのようにして選ばれ

ているかを気にすることなく、標本に関する結果を安易に信じ、それが母集団の姿であると

勘違い・早とちりしてしまうことはおよそ正しい判断とはいえない。では、どのような点に

注意して、標本やその計測結果であるデータを見ればよいのだろうか。

　標本抽出に歪みがあれば、それを計測して得たデータを丁寧に観察しても、そこで得られ

た知見は母集団の様子とは大きく異なってしまう。推定手法を用いて標本の情報から母集団

の様子を統計学的に推測したとしても、得られた結果は正確性を欠く。

　では、どのような抽出が望ましいのだろうか。基本的には、完全無作為抽出を行ったラン

ダム・サンプリングであることが最適である。簡単に言えば、何らの恣意性を持たずに抽出

を行うことで、偶然性に左右される部分はあったとしても、母集団の特徴をうまく反映した

ミニチュアにあたる標本を得ることができる。

　加えて、それなりの大きさの標本７）が必要である。図１は、左右対称の分布をしている

図１　母集団分布と、大きさの異なる標本の関係

➡

　

 
➡
  

 

➡
  

７）「それなり」とはどれくらいの大きさが必要かについては、標本から推測される結果においてどの程度
の精度が必要かにより、求めることができる。
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母集団から、順に、10個、30個、100個の標本データを抽出し、ヒストグラム８）に表したも

のである。標本の大きさが小さい場合は元の分布とは似ても似つかない形状となるが、標本

の大きさが大きくなるにつれ、次第に元の母集団分布に似た分布が得られることがわかる。

　以上をまとめると、ランダム・サンプリングが行われ、それなりの大きさの標本が取られ

て始めて、標本の分布の形状は母集団の分布のよい近似となるが、２つの条件のいずれかが

欠けてもそうはならないことに留意が必要である。

　標本を用いて、母集団、現象の全体像を見る場合、もうひとつ注意が必要である。多くの

人はなんとなく、ランダムなサンプリングによる標本、あるいはサイズがかなり大きい標本

の分布の形状は左右対称に近いと考えてしまう９）。また、平均を、そのデータ分布の中心と

考えてしまいがちである。しかし、たしかにランダムでそれなりの大きさの標本は母集団と

その形状は似るが、左右対称になるとは限らない。図１では母集団分布が左右対象であった

ため、サイズの大きい標本の形状も左右対称となった。一方、元の母集団分布の形が歪んで

いる場合には、適切に抽出されたとしても、標本分布はやはり同じように歪む。この点、経

済変数の多くは、たとえば所得や資産の分布に見られるように左右対称の形状となっていな

いことに特に注意が必要である。また、平均は、（物理学でいう）「重心」であるから、分布

の形状が左右対称の（に近い）場合はたしかに中心に存するが、分布が歪んでいる場合、そ

の歪みに大きく影響されることに注意が必要である。

　例として、図２に、金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」（二人以上

世帯調査、2012年）において、層化二段無作為抽出法により約3500世帯が回答した金融資産

の分布を示す。標本サイズは大きく、適切な抽出法により母集団の形状を上手く近似した標

本分布が得られているが、その形状も母集団と同じく非常に右裾が長くなっている。そのた

め、平均値（1,108万円）は、外れ値である少数の非常に高額な金融資産保有者に引っぱら

れ、かなり大きな値となっている。この値が「中心」を示すかには異論も少なくないであろ

う。

　平均値によらず、ランダム・サンプリングや標本サイズが大きい標本を用いる場合、安易

に正規分布を前提にしたデータ分析を行いがちである。この点も留意が必要である。

８）ヒストグラムについては３節の（２）参照のこと。
９）ここでは、母集団が歪んだ形状をしている場合、適切な標本の分布も歪み、そこでは平均が「中心」
を指し示すとは限らないことを取り上げている。その他に、中心極限定理との混同もよく見られる。
中心極限定理の内容は「たとえ母集団分布が正規分布に従わない（分布が左右対象ではない）として
も、標本のサイズを大きくすれば、標本平均の分布は正規分布に従う」であるが、あくまで標本平均
の分布が正規分布に従うのであり、標本自身が正規分布に従うとは限らない。
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３．データを扱う視点

　さて、学校教育においても、また、新聞や雑誌の記事等でも、データを用いた分析結果が

示されるケースが多くなってきている。学生は、それらをしっかりと読み取る力を持つよう

になっただろうか。分析手段に問題がある場合、それに気づいているだろうか。また、自身

で、正確なデータ分析を行い、その結果を他者へ正しく伝えるスキルを持つようになっただ

ろうか。

　気になる点もいくつか残る。この節ではそれらについて、見ていくことにする。

（１）数値情報のみならず、グラフも併用することの重要性

　PCを利用する機会が増えたこと、また利用しやすい表計算あるいは統計ソフトが増えた

ことから、今まで以上に頻繁に、学生は統計量（数値情報）を利用し、データから情報を読

み取ろうとするようになった。しかしながら、作業手順の煩雑さはさほど変わらないと思え

るのに、グラフを描画することは、なぜか多くない。もちろん、どうしても自身の判断力に

左右される視覚のみに頼るのも問題だが、一方で数値指標のみから決断してしまうことには

さまざまな弊害がある。

　たとえば、数値情報のみに頼るのではなく、グラフを描くことによりデータの動きを観察

することが大切であることを示す例に、「アンスコムの例」がある。図３に示すように、さ

まざまな動きをする４つのデータ群に対し、最小２乗法10）で当てはまりのよい直線（回帰

10）データとそれらに当てはめた「当てはまりのよい線」とのズレ（残差）の２乗和が最小になるように、
データに回帰直線を当てはめる手法を言う。

図２　歪んだ母集団分布から抽出した標本分布
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直線）を求めたところ、ほぼ同一の回帰直線が得られている。

　（ア）の場合は、概ねデータに沿った当てはまりのよい直線が見つけ出されたと言ってい

いだろう。しかし、（イ）のデータの動きは明らかに曲線（放物線）状であり、当てはめた

回帰直線で説明できると考えるのは困難である。（ウ）や（エ）では、一つ大きく動きの違

うデータ（外れ値）があり、当てはめた回帰直線は、外れ値以外のデータの動きをおよそ説

明していない。また（ウ）と（エ）では外れ値のあり方が異なっている。このことは、デー

タの性質によっては、機械的にデータから回帰直線を求め、それだけから判断すると誤った

推論が得られるという思わぬ落とし穴があること、そうならないために、グラフからデータ

の動きをチェックすることの大切さを示している。

　なお、グラフを描くときに、縦軸や横軸の目盛をどう取るか、そもそもデータの単位等は

どうなっているかにも注意が必要である。これらの基本的な所作は、多くのソフトウェアが

それらの作業を自動的に行ってくれることも相まってつい忘れがちであるが、そのあたりの

不作為により（大きな）判断ミスをしてしまうことも少なくない。

（２）定義を正確に理解しておくこと

　まず、統計量（データに基づく数値指標）でよく見られる、うっかりミスの事例を見よ

う。

　相関係数は、先に見たように因果関係の指標と誤って使われてしまうことがある。それに

加えて、ＡとＢの「関連」指標ととらえられてしまうことが非常に多い。正確に定義すれ

ば、相関係数は「ＡとＢの間に１次関係（直線で表される関係）の有無を表す指標」である。

AとBの間に（強い）曲線的な関係がある場合にも、「相関係数が小さかったので、AとB

に関係はない」と結論づけてしまうケースがあるので、注意が必要である。なお、外れ値の

存在やデータが曲線状になっている場合は、（１）で示したようにグラフ（この場合は散布

図）を併用することにより、データの動きの特徴を見落とすことがなくなる。

　次に、グラフを描く場合に、定義に基づいて描くことが求められるケースについて触れる。

　例として度数分布表からヒストグラムを描く場合を考える。度数分布表は、与えられた

データをその大小により、いくつかの階級に分け、それぞれの階級に属するデータの個数

図３　アンスコムの例
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（度数）を数え上げたものである。ヒストグラムは、横軸に階級（階級値）、縦軸に度数を

とって描いた棒と棒が隣接する棒状のグラフであり、その形状から、与えられたデータの分

布状態を読み取ることができる。

　ところで、ヒストグラムはデータの分布状態を示すグラフであるから、度数分布表を作る際

の階級の数にも留意すべきであるし11）、常に「高さとして度数を見る」わけではないことに注

意が必要である。ヒストグラムでは、その棒の面積が、分布におけるその階級の重要度（密

度）を表している。そのため、たびたび見られるケースであるが、データの端の階級等で階級

幅が広くなっている場合は、単に度数を描画するのでなく、階級幅の拡がりに合わせて度数

（高さ）を調整しなければならない。例として、図４に2010年の都道府県別小学校数のヒスト

グラム12）を示す。階級幅を全て等しく300校とした場合は度数が高さとなるが、多くの県が集

中している600校以下の状況を詳しく見るために異なる階級幅を用いた場合、階級幅300と幅が

３倍になっている階級では密度を正しく表示するため、度数の３分の１の高さでグラフが表示

されていることがわかる。この点、ソフトウェアによるグラフ描画は便利であるが、ソフト

ウェアが自動で対処できず、作業者自身で何らかの手を加える必要が生じる場合があることに

注意が必要である。

（３）読み取りの際に、客観的な判断を行うこと

　さて、論理的な判断では、まずは、エビデンスに基づいて判断することが求められる。エ

ビデンスを読み取る際には、正しい読み取り能力が必要であり、主観的な思いや個人的な体

11）たとえば、スタージェスの公式により、概ね  データ数 を階級数とすればよいことが知られている。
12）例は西郷（2012）による。データの出所は総務省『日本の統計』（2012年）である。

図4-1　度数分布表とヒストグラムの対応（階級幅が等しい場合）

図4-2　度数分布表とヒストグラムの対応（階級幅が異なる場合）
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験などに左右されてはならない。ところが、たとえ正しく統計情報を読み取れていたとして

も、最終的な判断に「通説」やその人が考える「常識」が大きく影響し、場合によっては結

論が先にあってそこから迎えに行くようにエビデンスの解釈・説明がなされてしまうことが

ある。

　事例として、2010年代半ばのOECD11か国の女性の就業率と合計特殊出生率のデータ13）

をとりあげる。散布図を描くと（図５参照）、データが右上がりの状態にあることがわかる。

相関係数を求めると0.568であり、その値からも、「女性の就業率が高い国ほど、合計特殊出

生率が高くなっている」状態を読み取ることができる。

　しかし、散布図を正しく描け、相関係数を正しく求められ、さらには散布図の意味や相関

係数の意味は正しく説明できていても、この散布図から「女性が働くと出生率が下がる」と

結論付ける学生は少なからず存在する。近似曲線を追記してもなお、その結論は変わらな

い。相関係数について、また、散布図について正しい理解があるにもかかわらず、どうして

このような「誤った」判断をしてしまうのだろうか。

　まず、ここで対象としている国はOECD加盟国であり、世界全体の中では国民所得が高

い国に限られている点には留意すべきであろう。対象の国全てで、合計特殊出生率は２を

切っており、最も低い韓国では1.24となっている。これらの国で出生率の大きさの鍵を握る

のは、２人目の子どもを産めるかどうかである。一方、これらの国々ではグローバル化の流

れの中で賃金が上昇しづらく、男性ひとりが稼得者の場合、生活に余裕がない場合が生じ

る。このため、これらの国では「女性が働く」14）ことにより世帯あたりの所得が高くなれば

13）データの出所は労働政策研究・研修機構『データブック国際労働比較 2018』、女性の労働力率（2016
年）第2-11表、合計特殊出生率（2010-2015年）第2-9であり、表11ヵ国は、日本、アメリカ、カナダ、
イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、スウェーデン、韓国、オーストラリア、ニュージーランド
である。

14）このことは、女性が働ける環境準備が進んでいる国と言い換えることができるかもしれない。

図５　女性の労働力率と合計特殊出生率の関係
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２人目の子どもを産む、つまりは、女性の労働力率と出生率が正の相関を示すといった動き

を推察することができる。

　さて、誤った結論、右上がりの散布図を見て「女性が働くと子どもは減る」と結論づけて

しまう背景には、どうも強く印象づけられた「通説」の存在があるようである。ただ、その

「通説」は実は、かなり以前の時代の状況に即したものである。図６より、OECDの国々に

おける女性の労働力率と合計特殊出生率の関係は、1970年には右下がり（女性が働くと出生

率が下がる）であったこと、1985年には労働力率が出生率を左右しなくなり、2000年には緩

やかに右上がり（女性が働くと出生率が上がる）の傾向が見え始めることからわかる。図５

は、2010年代半ばになり、女性の労働力率と出生率の関係がより強まった（近似曲線の傾き

が急になっている）ことを示すと解することができる。

　これらの動きからすれば、せっかく正しく散布図が描けても、相関係数を求めその意味を

正しく把握していても、考察の段階で、現在の状況を、40年近く前のエビデンスとその当時

に形作られた通説から結論づけてしまったことになる。このような、古き佳き時代、あるい

は年長者が若いときに体験した事柄を検証することなく結論とする議論は、さまざまなとこ

ろで現在でも観察される。心したい事例である。

15）出所は、男女共同参画局「女性の労働力率と合計特殊出生率の国際比較」、第１－３－８図　OECD加
盟24か国における女性労働力率と合計特殊出生率。

 http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h18/web/danjyo/html/column/column08.html

図６　女性の労働力率と合計特殊出生率の関係15）
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４．層別の重要性　―女性の働き方を事例として―

　ここまで、データをエビデンスとして用いる場合に、どのような点に留意してデータを見

たり扱ったりすれば正しい（誤らない）とらえ方ができるか、いくつかの視点から見てきた。

　この節では、それらに加えて、全体（マクロ）の動きを見るだけでなく、層別したり、場

合によっては他の角度から、他の変数の動きを合わせ見たりすることによって、より豊かな

知見が得られる可能性について、賃金や就業状況を例に検討していく。

給与額の推移を時系列で捉えると

　さて、図７の実線は、給与額の動きを「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）で1976

（昭和51）年から2018（平成30）年までみたものである。昨今、日本経済に力強さがないこ

とがたびたび指摘されるが、その一因として上げられるのが所得の伸び悩みである。この図

からも1990年代半ば以降、給与額が伸び悩んでいるのが分かる。2018年６月の所定内給与額

は30万6200円であった。

給与額の推移を男女別に捉えると

　図７は給与所得者全体の給与額の推移を、いわば平均的に見たものである。たとえば企業

規模や業種によっては給与額の推移が大きく変わることもあり得るが、図７からそれらの動

きを観察することはできない。それらを明らかにするためには、企業規模別、業種別などの

「層別」を行い、細分化したグループごとに給与額の動きがどのように異なるかを検討して

いく必要がある。このような、ある特性によるグループ分けのことを「層別」と呼ぶ。

　ここでは、そういった層別の効果を見るために、男女別に所定内給与額の推移をとらえて

みる。図７で、男性の賃金を点線、女性の賃金を破線で表す。女性の給与額は一貫して男性

図７　所定内給与額（６月分）の推移
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より少ないが、男女間格差は少しずつ狭まってはおり、男性の給与を100とした時の女性の

給与額は、1999年に64.6であったのが2018年には73.3と8.7ポイント上昇している。2018年６

月の所定内給与額は男性33万7600円、女性24万7500円であった16)。

男女別給与額の違いを、勤続年数別にも捉えると

　さて、ここで少し視点を変え、給与額に見られる性別による差の原因を探る試みをしてみ

よう。そこで、時点は固定し（2017年とする）、最近は転職や中途採用も徐々に増えている

ことから、企業における経験年数（勤続年数）により、男女別給与額の動きを見る。

　図８より、いずれの勤続年数階級でも男性の給与は女性を上回ること、その差は経験年数

が長くなるほどに大きくなっていくことが、観察される。ただし、勤続年数が30年を上回る

階級では他と異なる動きが見られる。男性では給与額が減るが、女性ではそのような動きは

見られず、給与の伸びは少し鈍るが給与額は増えることが観察され、その結果、若干ではあ

るが男女の所定内給与額の差は縮まっている。

図８　男女別に見た、勤続年数階級別の所定内給与額

別の角度から、男女別給与額の違いを捉えてみると

　どうしてこのような動きがあるのか。その原因を探ることは労働経済学で多数の研究がな

されてきている17）が、ここでは、近年その増大が話題となっている非正規労働者の存在が、

このような男女別の給与額の動きの違いを説明することができないか、見てみよう。

　さて、近年、非正規労働者の増加ぶりはめざましい（図９）、とりわけ、2008年から2014

年にかけて景気が伸び悩んだ際には、正規雇用者の数さらには就業者全体の数は伸び悩んだ

にもかかわらず、非正規労働者の数は2009年を除き一貫して増大していることが分かる。

16）なお、男女計の平均年齢は42.9歳、平均勤続年数は12.4年、男性ではそれぞれ43.6歳、13.7年、女性では
41.4歳、9.7年である。

17）たとえば川口（2017）では、第９章として「労働市場における男女差」がとりあげられている。
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　また、一口に非正規雇用者と呼ぶが、その内容はパート、アルバイト、派遣社員、契約社

員、嘱託などに分かれる。2018年で見ると、非正規雇用者2,120万人のうち、パートが約半数

を占め（1,035万人、48.8%）、アルバイト（455万人、21.5%）、契約社員（294万人、13.9%）、

派遣社員（136万人、6.4%）、嘱託（120万人、5.7%）と続く。

　ところで、このように時系列的には非常に増大してきた非正規労働者は、属性（性別、年

齢）別に見ると、どのような属性に多いのだろうか。図10より明らかなのは、たとえば2018

年で見た場合、全雇用者の４割近くを占める非正規雇用者は、男性では雇用者全体の２割程

度に過ぎない。内訳としては、契約社員や嘱託、アルバイトが多い。他方、女性では全体の

過半数が非正規職であり、内訳では圧倒的にパートが多い。

　一方で、年齢別に見ると、どの年齢層でも非正規労働者の数は増えているが、より高齢の

層（45歳以上）での増加ぶりが著しく、たとえば最近の10年間の推移では、高齢層（55歳～

65歳、65歳以上）で大きく非正規雇用者が増大していることが分かる（図11）19）。

　より詳細に見るために、男女別のデータを、さらに年齢別に、時系列的な推移も同時に見

てみると、男性（図12）では、若年層（15歳から25歳）と高齢層で非正規比率が高く、女性

（図13）ではいずれの年齢層でも非正規率は高いが、特に35歳を超えた層で高く、年齢が高

くなるほどにさらに率が高くなっていることが分かる。また、時系列で見た場合、男性の高

齢層、女性の中高年層で、非正規労働者の比率が高まる傾向がみられた。

　この背景には、女性では若年層はともかく、それ以外の層では働く際に非正規雇用の口し

図９　雇用者（正規職・非正規職）の推移18）

18）以下、図９から図14のデータは総務省「労働力調査」による。
19）図10では、年齢別に見た非正規労働者の数の推移を見たが、内訳別にみることもできる。その場合、
パートは一貫して最も多い非正規職の形態であり、非正規全体の約半数を占めていること、アルバイ
トは非正規全体のおよそ２割を占め、ここ10年増加ぶりが目立つこと、2000年台に入り大きく増えた
のが契約社員・嘱託の形態であり、全体の２割、アルバイトと同程度の人数にまで増えてきているこ
と、等が見られる。
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図10　男女別に見た雇用者の内訳

図11　年齢別に見た非正規雇用者

図12　 年齢別に見た非正規雇用者の割合の推移（男性）

図13　 年齢別に見た非正規雇用者の割合の推移（女性）
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かない可能性もあること、男性の場合、若年層で非正規雇用であることはあってもその後壮

年層になるに従い非正規雇用の率は低くなること、一方、現時点でも60歳定年制をとる企業

が少なからず存在し、年金開始年齢の引き上げやそれに伴う継続雇用に関する法整備が進ん

だことから、定年後の再雇用を求める男性が増加していることを示している。このことは、

図10で男性・非正規の内訳をみると、アルバイト以上に嘱託・契約職員が多く、非正規雇用

者の中では一番多いことからも裏付けられる。

　このように非正規労働者の状況を把握していくと、上で、男女の所定内給与額に差がある

ことを見たが、その背景には、女性の方が一般に賃金の低い非正規労働者である比率が高い

ことが一つの原因としてあると考えられる。また、中高年層の女性はいずれも非正規労働者

であるため勤続年数が30年を超えても賃金が減少することはないが、男性の場合、定年に達

したとえば契約社員・嘱託として非正規雇用の賃金に切り替わる層も含まれるため、賃金が

下がる傾向が見られるとも推測されるのである。

　このように、所定内給与額の動きを年齢別、さらには性別で層別して見ることにより、新

たな視点がみつかり、さらには、非正規労働者の率といった他の変数を食い合わせて見るこ

とにより、新たな知見が生まれてくると考えられる。

別の角度から、女性の労働力率を捉えてみると

　以上、所定内給与額の動きを、時系列、男女別、年齢や勤続年数別、さらには非正規雇用

の割合などとつきあわせて検討してみた。

　ここで、女性の就業状況に目を転じてみよう。「労働力調査」によれば、近年、女性の就

業率は大きく伸びている。15歳以上64歳以下で見た場合、2008年、男性の就業率20)が81.6％

と80％を超えていたのに対し、女性の就業率21)は59.8%であった。これが2018年になると、

男性では83.9%とほとんどその数値は変わらないが、少子高齢化による労働力人口減少の解

消策の一つとして女性活躍が謳われた効果もあるのだろうか、女性の就業率は2013年以降そ

の上昇スピードを上げ、2018年には69.6％と大きな上昇を見せた。

　さて、女性の就業状況について有名な知見に、日本では、年齢別に見た場合その形状が

M字型であることが知られている。「労働力調査」から算出した労働力率22）を図14に示す。

この動きの背景には、学校卒業後就職していた女性が、（結婚や）育児のため職場を離れる

20）就業率とは、生産年齢人口に占める就業者の割合である。
21）女性では、25歳から44歳と年齢を限定した場合、就業率が高くなる。年齢を限定した場合、2001年

62.0％、2016年72.7％であった。
22）労働力率とは、15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合である。
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こと、その後、子どもが手を離れるころに何らかの形で復職するといった行動があると考え

られる。ところで、この、いわゆる子育て世代の女性が離職するために労働力率が減少する

状況（Mの字の凹み）は近年、徐々に弱く（凹みが浅く）なっており、このことは、女性

の就業意欲の高まり、あるいは働き続けたい女性の仕事を続ける環境整備が上手くいってい

ると見られてきた。

　しかし、このM字型曲線は、女性全体を見た全体的な比率である。上では仮説として、

「いったん働いていた人が離職し、子育てを経てその後（その同じ人が）また働くようなっ

た」と考えたが、実は、20代で働いていた人と40代・50代で働いている人が同じであるかど

うかは分からない。たとえば、一つの視点、問題提起として、「就業構造基本調査」による、

学歴で層別した女性就業率のグラフを見てみよう。ボリューム（人数）が多い層は、大卒

（実線）、高卒（点線）、短大卒（破線）の３グループであるが、大卒の就業率は20代で高い

ものの、30代以降一貫して下降を続けていく。一方、高卒、短大卒の動きは逆で、20代、30

代（前半）まではさほど高くなく、40代を超えると大きく上昇していく。高卒ではピークは

50代前半となっている。

　仮説をたてるにも、たとえばコーホート23）を見るなどより詳細に検討が必要であるが、

このように学歴別に見ると、女性の就業率、ひいては結婚や子育て24）以降の女性の働き方、

より女性が働きやすくするために何が必要かについて、新たな視点が見いだせる可能性があ

23）図15は、2018年時点での各年齢層の女性の就業率を示している。しかし、たとえば現在20代である女
性が、10年後30代になった時にどのような就業状況にあるかは、分からない。というのは、女性の就
業率は、その時々の年齢にもよるが、その女性がいつの時代に生まれたかといった要素にも依存する
からである。このような側面を分析するには、コーホートと呼ばれる、同時期に生まれた集団の特性
を見ていく必要がある。

24）厚生労働省「人口動態調査」によれば、2016年、女性の平均初婚年齢は29.4歳、出産平均年齢は第１子
が30.7歳、第２子が32.6歳、第３子が33.6歳であった。

図14　女性の年齢階級別労働力率の推移（M字カーブ）
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る。記して、今後の課題としていきたい。

５．まとめにかえて

　21世紀に入り、私たちの生活をとりまく環境は大きく変わっている。その結果、大学を含

む学校教育で学ぶべき内容もより複雑に、高度なものとなっている。

　本稿では、高等学校では2009年度に改訂された現行学習指導要領が目指した方向が、どの

ように社会に受け入れられ、大学生の学習状況に見いだされるかを検討した。現行学習指導

要領では、学校教育において統計学に関わる項目が大きく変わった。また、その流れや時代

の要請を受けて、今まで以上に広く一般書でもデータに関わるさまざまなトピックが取り上

げられる状況が生まれる中で、その効果は一定程度見られたものの、一方でまだまだ不十分

なところも少なくない。その原因には、正しく定義を知ったり、より注意してツールを用い

たり（注意すべきポイントを理解したり）することによる改善される点もあり、今後そう

いった点に配慮した教育の必要がある。

　一方、本稿で見たいくつかの事例では、思い込みとまでは言わないまでも、証拠を探す手

間を惜しみ、安易に、これまでに知った常識や通説に結びつけてしまい、わかりやすく、直

感的な判断をしてしまう例が散見された。現行学習指導要領がめざした、また補論で説明す

る時代の新しい動きに対応して策定された新学習指導要領がめざす「論理的な根拠（エビデ

ンス）に基づく問題解決」が行われるには、まだまだ前途多難であると言わざるを得ない。

　また、統計学のとある項目についての知識はあっても、それが現実のデータを見る際に活

かされない、あるいはまずは表やグラフを正しく描くことに活かされていない、そういった

図15　学歴別に見た、女性の年齢別就業率
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事例も少なくなかった。統計学、経済学、コンピュータ操作、それぞれの知識やスキルは一

定レベルに達していても、それらをうまく連携させることができていないことが少なからず

見られる。

　一方で、世の中の動きはいっそう早くなっており、社会が求める人材の質はいっそう高度

なものになっていると言わざるを得ない。経済データを用いた事例説明では、まずは経済現

象自体に興味を持たないとそれが現実感覚を持って理解されないという難点があり、いっそ

うの工夫が必要である。本稿でも紹介したように、読みやすく内容豊富なデータ分析の啓蒙

書が増えていることなどをうまく利用し、より丁寧な、学生の好奇心をうまく刺激し、集中

力を喚起する教育が指向される。

補論：次期学習指導要領における統計学教育とその背景

　本稿では2008年及び2009年に公示された現行学習指導要領の内容および従来の指導要領か

らの変更点を踏まえ、現時点で統計学の知識がどのように体得されているかを検討した。一

方、学習指導要領は概ね10年に一度改定されるため、すでに2017年３月に小学校及び中学校

の次期学習指導要領が、また2018年３月には高等学校の次期学習指導要領が公示されている

（文部科学省（2017a, 2017b, 2018））。これらの次期学習指導要領（以下、新学習指導要領と

呼ぶ）は、準備期間を経てそれぞれ２年後より施行される。

　この補論では、今後の統計教育の方向性を考える視点として、新学習指導要領の特色や統

計学教育の内容や、現行指導要領のめざした方向との関連性について見ておく。さらに、新

学習指導要領の方向性を決めた背景、時代の動きについてもまとめておく。

　まず、新学習指導要領全体の方向性を見る（中央教育審議会（2018））。新学習指導要領は

「社会に開かれた教育課程」を理念とし、１）教育を通して育成すべき資質・能力を、「これ

からの社会を創り出していく」ために「社会や世界と向き合い関わり合い、自らの人生を切

り拓いていく」力と規定した上で、２）そのような資質・能力を身に付けるため、「主体的」

に、児童・生徒の協働や教職員・地域の人との対話、さらには先人の考えや発見を手がかり

として「対話的」に、「深く」学ぶこと、さらに、３）「社会に開かれた教育課程」の実現を

めざしている。２）では複数の教科で得られた知識や情報を互いに関連づけること、３）で

は教科横断的な視点も取り入れた質の向上をめざしており、従来以上に他教科との連携が意

識されている。

　新学習指導要領の方向性の背景には、Society5.0と呼ばれる社会が近く到来するとの想定

がある。そこでは、今まで以上に人とモノがインターネットでつながり、AI やロボットが

活用され、その結果、いっそう膨大な情報が提供される一方、多くの仕事は自動化され、人
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が社会で果たしていく役割は大きく変わると考えられている。一般にも、デジタル革命とい

う言葉が、GAFA (Google, Apple, Facebook, Amazon)や、中国あるいは韓国経済を牽引す

るアリババやサムスン電気といった企業の活躍が広く知られるようになった。巨大なデータ

ベースを元に事業展開するそれらの企業の活躍は、今後、今まで以上にデータ分析を行うこ

とができ、データサイエンスに精通する人材の必要性が高まることを強く示唆している。

　このような社会においてAI やロボットを使いこなして行くには、数学的思考力や情報活

用能力は今まで以上に重要性を増す。外国の動きを見るならば、アメリカ等では STEM

（Science, Technology, Engineering, and Mathematics）教育が推進され、統計学を含む数学

の重要性が再確認されている。また、国際的な学力テスト PISAにおいても、従来以上に表

や図、グラフ等から情報を読み取る力が重視されている。また、OECDの Education2030プ

ロジェクトでは、伝統的なコンテンツ重視のカリキュラムから、コンピテンシー（高い業

績・成果につながる行動特性）育成へと重点が移行している。

　VUCA（Volatility, Uncertainty, Complexity, Ambiguity）時代においては、今まで以上に

膨大な情報から何が重要かを主体的に判断し、自ら問いを立て、エビデンスに基づく意思決

定を行う力、さらには、他者の意思決定プロセスに参加したり批判的に検討したりすること

により、他者と協働しながら新たな価値を生み出していく力が重要となる。数学を学習し論

理的思考力を身につけるだけでなく、情報機器をいっそう積極的に用い、デジタル情報や

データを使いこなし、現実の世界の問題に対応していくことが必要となる。このため、算数

及び数学における統計学教育では、現行学習指導要領と同様、問題解決力の獲得が重視され

ており、加えて、数学と人間や社会との関わりが今まで以上に配慮され、他教科、とりわけ

「情報」との連携が強く認識されている。

　新学習指導要領における統計学教育の学習内容は、現行学習指導要領以上に増加してい

る。小学校に「データの活用」領域が新設され、中学校の「資料の活用」領域が「データの

活用」へと名称が変更された。これまで中学校で学んでいた代表値が小学校へ、高校で学ん

でいた四分位数や箱ひげ図が中学校へと移行され、高等学校では、数学Ｉ（必履修・３単

位）に「データの分析」が置かれ、統計的検定の考え方が入った。また、数学Ｂ（２単位）

に「統計的な推測」が入った。

　統計の力を実際に発揮していくには、プログラミング的思考力、情報活用能力（情報を主

体的に収集・判断・表現・処理・創造し、発信・伝達できる力）を兼ね備える必要がある。

総合的なデータ活用力は、今後の高度情報社会を支える IT人材の裾野を拡げることから、

新学習指導要領では小学校よりプログラミング教育が必修となる他、高等学校では「情報

Ｉ」が必履修となり、全ての高校生がプログラミング、ネットワーク、情報セキュリティの

90

186



エビデンスを視る力　―層別の重要性―（橋本）

基礎について学ぶこととなった。また、実際にデータを扱い、統計学の知識を生かすため、

選択科目ではあるが、「情報Ⅱ」に重回帰分析やクラスタリング、また機械学習と言った内

容までが含まれ、 “データに強い人材”育成が図られることとなった。
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